様式第7号（第12条関係）
令和　　年　　月　　日

大田市長　　様

（申請者）
所在地：　　　　　　　　　
法人・団体名：　　　　　　　　　
代表者職・氏名：
担当者・連絡先：　　　　　　　　　

[bookmark: _Hlk229418403]石見銀山世界遺産登録２０周年・発見５００年記念観光事業実績報告書

　補助事業が完了したので、石見銀山世界遺産登録２０周年・発見５００年記念観光事業補助金交付要綱第12条第1項の規定により報告します。

記

１. 事業名称
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２.補助事業の実績額　　金　　　　　　　　　円

３.事業内容及び実施成果

４.添付書類
・事業実施状況（写真等）
・収支決算書（領収書等写し添付）
・広告物の実績（ロゴマーク明示が確認できるもの ）
・他の補助金にて交付決定を受けた補助対象経費がわかるもの（該当する場合のみ）












事業実施報告書（別紙１）
１.事業内容の実績（必要項目）
	①事業の目的
（達成状況）
	

	②実施期間
（確定）
	年　月　日　～　年　月　日

	③事業内容の詳細及び実施体制(連携団体・連携事業者等)（実績）
	



２.実施スケジュール（実績）
	取組項目
	（　　令和8　　）年度

	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※任意様式提出可

３.共通要件の達成実績（必須項目）※申請時に掲げた要件に対する具体的な成果を記入
	①誘客・消費拡大
	実際の来訪者数、地域内での消費促進につながった結果などを記入してください。

	

	②価値・魅力発信
	どのように価値を伝えたか、情報発信の反響や工夫した点などについて記入してください。

	

	③効果検証・意欲
	事後アンケート等の結果。それを受けた次回以降の改善案などを記入してください。

	

	④他制度との重複
	他補助金等との経費の明確な切り分けが実行されたことが確認できる旨を記入してください。

	

	⑤非ハード整備
	主目的がソフト事業として実施されたことが確認できる旨を記入してください。

	



３-１.加点要素（任意記入）※申請時に「加点要素」として記載した取組の結果報告
	①広域的な連携・複数事業者との連携
	エリア連携や事業者間連携によって得られた具体的な相乗効果などについて記入してください。

	

	②モデル性・波及効果（横展開の可能性）
	今後の横展開の可能性や、地域への新たな好影響について記入してください。

	

	③次世代人材の育成
	事業の企画や運営において、参画した地元の若手・子供がどのような役割を担い、ノウハウの蓄積やスキルの向上が図られたか記入してください。

	

	④将来への継続性
	次年度以降も継続して実施するための運営体制の整備状況や、自走化に向けた収益確保の見通し（資金計画等）について記入してください。

	


※実施状況が分かる写真、作成した印刷物（チラシ等）を添付してください
収支決算書（別紙２）
１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円、税抜き）
	区　分
	決算額
	予算比（差引）
	積算根拠（数量、単価等）

	補助金(確定額)
	円
	円
	

	売上
	円
	円
	

	自己資金
	円
	円
	

	合計
	円
	円
	



２）支出の部　（補助対象経費）　　　　　　　　　　　　　（単位：円、税抜き）
	区　分
	決算額
	予算比（差引）
	積算根拠（数量、単価等）

	謝金及び費用弁償
	円
	円
	

	旅費
	円
	円
	

	委託料
	円
	円
	

	材料費及び消耗品費
	円
	円
	

	備品購入費
	円
	円
	

	使用料及び賃借料
	円
	円
	

	印刷製本費
	円
	円
	

	通信運搬費
	円
	円
	

	広告料
	円
	円
	

	保険料
	円
	円
	

	その他（　　　　）
	円
	円
	

	合計
	円
	円
	



３）支出の部　（補助対象外経費）　　　　　　　　　　　　　（単位：円、税抜き）
	区　分
	決算額
	予算比（差引）
	積算根拠（数量、単価等）

	例：謝金、旅費等
	円
	円
	

	
	円
	円
	

	
	円
	円
	

	合計
	円
	円
	



※支出を証明する証憑類（請求書・領収書・振込証明書等）の写しを必ず添付してください。
※補助対象外経費について他の補助金を活用している場合は、経費の重複がないことを確認するため、当該補助金の「額の確定通知書」等の写しを併せて提出してください。
